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概 要

近年、複数の自治体および健康保険組合において、運動をはじめとした参

加者の健康増進活動にポイントを付与する制度、「健康ポイント制度」と呼ば

れる取り組みが開始されている。ポイント付与と行動変容の関係については

解明されつつあるものの、そもそもどのような制度設計にすれば参加者が増

えるのかについては、未だ定量的な評価が行われていない。

そこで、本稿では、「健康ポイント制度」について、参加者を増やすため

にはどのような制度設計とすることが効果的であるのかについて、コンジョ

イント分析を行った。分析の結果、以下の 4点が明らかになった。

第一に、商品券や健康グッズに引き替え可能なポイントを付与すること

は、健康ポイント制度参加確率を高める要因となり得る。ただし、多額のポ

イント付与は無条件で参加確率を高めるわけではなく、達成可能な運動量の

ノルマを提示するなどして、高額なポイント付与を重荷に感じさせない工夫

が必要となる。

第二に、所定の運動量を達成することでポイントが付与される努力型と、

運動の結果として健康診断の各種測定結果が改善されていたかどうかに応じ

てポイントが付与される成果型では、前者の方が好まれることが明らかになっ

た。大きな行動変容を促すためには、結果よりも過程を評価する方が効果的

であるといえる。

第三に、民間スポーツクラブでの運動、地域のボランティア活動などの多

種多様な活動にポイントを付与することが、健康ポイント制度参加確率を高

めることが明らかになった。

第四に、健康ポイントの引き替え先が現金に近いほど参加確率が高まるこ

とが明らかになった。ポイントの使い道が自由に決められることも参加の誘

因となると考えられる。
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